[image: image1.wmf]平成27年度における発達障がい者支援施策の実施予定について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県保健福祉部障がい保健福祉課
　東日本大震災津波関連分　
１　被災地発達障がい児支援体制整備事業　24,560千円　
（障害者総合支援事業費補助金　被災地における障害福祉サービス基盤整備事業費　国庫10/10）
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＜発達障がい沿岸センターにおける活動実績＞（H27.6月末現在）　　　　　　　　　　　※延べ件数
	区　分
	H26実績
	H27.6月末

	個別支援（相談支援等）
	648
	144

	研修の企画、共催
	36
	4

	関係施設・関係機関等の連携に係る活動（連絡協議会等）
	76
	27


　東日本大震災津波関連分以外　
１　岩手県発達障がい者支援体制整備検討委員会・広域特別支援連携協議会の開催（継続）191千円
　　

　　　⇒　関係機関の連携推進のため年２回の開催を確保したいことから、今般第１回会議を実施。
　２　地域自立支援協議会・市町村等への支援（継続）　　県立療育センターへの指定管理料で手当


　３　支援ファイルの効果的な活用について

４　ライフステージに応じた支援施策の実施
(1)　乳幼児期及び学童期の支援施策

　　　①『いわてこども発達支援サポートブック』の配布（継続）

　　　
②人材育成の取組

発達障がい児（者）を育てる家族どうしの支援体制の構築支援　　　　750千円
〇ペアレントメンターの養成（継続）

〇ペアレントトレーニング実践研修（新規）

　　(2)　青年期及び成人期の支援施策

　　　　①　青年期における支援体制の構築（継続）

②　人材育成の取組（新規）

③　関係機関と連携した就労支援の取組　（継続）　[県商工労働観光部]

　　　
　
④　ニートやひきこもりなどの若者支援の推進のあり方検討（継続）　[県環境生活部]
　　
　５　発達障がい児・者の情報支援体制の整備（継続）

資料№２





　沿岸地域（気仙、釜石及び宮古障がい保健福祉圏域）において、相談支援事業所等へのコンサルテーション（技術支援）、障がい児への療育支援及び発達障がい児（者）の相談支援、ニーズ把握等を進めるため、『発達支援コーディネーター』が常駐する『発達障がい沿岸センター』を継続設置する。


　【設置場所等】　釜石市内に設置し、３障がい保健福祉圏域（宮古、釜石、気仙）を中心に活動。


　【配置職員】　『発達支援コーディネーター』（常勤）３名、事務補助（臨時）１名。


　【活動方針】　『発達支援コーディネーター』の専門性を生かして圏域の相談支援事業所、市町村などへの関係機関への支援に重点的に取組み、発達障がい児（者）に対する地域全体の支援力向上のための援助を行う。


　　-　地域において相談支援が着実に行えるよう、被災した保育所等への出前研修会等により、


支援者のスキルアップを図る。


　　-　難度の高いケースについて、重点的に助言等を行う。


⇒『発達障がい沿岸センター』の設置については、単年度事業であることから国へ財政措置の継


続を要望しているところ。




















発達障がい沿岸センター（釜石市）








発達支援コーディネーターの配置








沿岸圏域の相談支援事業所等へのコンサルテーション



































各事業所・保育園等





市町村





























沿岸圏域の支援機関（支援者）への支援





家族・当事者団体





各学校





相談支援事業所





協力








支援








県立療育センター


（発達障がい者支援センター）








JDDネットいわて等





コーディネーターへの専門支援、医療的支援が必要な場合の調整











当事者団体とのコーディネート、側面支援、県内専門家の派遣





　発達障がい児・者への適切な支援を図るため、関係機関の連携を推進することを目的として、標記委員会を開催する。


　【委員構成】　当事者団体、学識経験者、医療、保健福祉（母子保健、児童福祉、障がい福祉）、教育、労働関係者等（20名）


　【事務局等】　県保健福祉部と県教育委員会による共催


　【開催予定】　年２回（平成27年８月、平成28年２月）


　【主な協議事項】


　　(1)　発達障がい者支援体制の取組状況と今後の支援体制


　　(2)　発達障がい者支援施策の実施状況と今後の方針


　　(3)　いわて特別支援教育推進プランの実施状況と今後の方針





　引き続き、発達障がい者支援センターにおいて、地域の療育ネットワークの構築支援と人材の育成を継続する。


　(1)　地域自立支援協議会及び市町村をはじめとした発達障がい児・者支援に向けた取組への専門的な助言（地域自立支援協議会からの求めに応じて職員を派遣する場合を含む）


　(2)　地域における発達障がい児・者支援を担える人材の育成


　　ア）「発達障害者地域支援マネジャー※」による地域支援の実施


　　　　平成27年度より、発達障がい者支援センター職員（1名）が「発達障害者地域支援マネジャー」として、市町村や相談支援事業所等を訪問し、関係機関への支援を始めたところ。





※発達障害者地域支援マネジャー


　　　国が示す発達障害者支援体制整備の一環として、市町村や事業所への支援、医療機関との


　　連携や困難ケースへの対応を行う者。





　　イ）発達障がい者支援センターにおける実地研修の実施


　　　　発達障がい者支援センターで一定期間業務にあたる実地研修（ＯＪＴ等）による支援者育


成及び実地研修後の育成者へのアフターフォローを実施（育成対象者は相談支援事業所の相談支援専門員を想定）





県自立支援協議会療育部会などにおいて、 支援を要する児童についての情報の共有、引継ぎを円滑に �行うため、教育サイドで作成している「就学支援ファイル」、福祉サイドで作成している「相談支援ファイル」の活用を十分に行う必要があるとの意見がある。�　これを受けて、27年度に支援ファイルの活用状況について、 各市町村を対象に実態調査を実施したうえで、効果的な活用について検討する。　





平成23年度に保育者及び乳幼児期の家族向け支援冊子『いわてこども発達支援サポートブック』を作成した。保育所など関係機関に配布し、幼児期の保育者・家族への支援の推進を図る。また、県ホームページにも掲載し、活用を図る。





平成23年度、平成24年度にＪＤＤネットいわてが実施したペアレントメンター養成講座の成果を踏まえ、発達障がい児・者の当事者団体が主体となったペアレントメンターの養成や家族どうしの発達障がい児・者支援体制の構築に係る取組に対し、継続して支援する。


【方　針】


　-新規のペアレントメンターの養成とあわせて、既存のメンターの更なるレベルアップを図る。


　-ペアレントメンター同士の情報交換等を行うための場づくりを進める。





　平成26年度本委員会・協議会で、学齢期への支援の重要性、また、学齢期の発達障がい児への支援ツールとして、「ペアレントトレーニング」を活用した技法が有効との意見があり、「ペアレントトレーニング実践研修」を実施する。


【対象】県内の保健師、保育士、教師など


【方針】子どもへの効果的な誉め方、指示の出し方などの技法を学び、受講者が支援を要する児童への関わり方、その保護者への相談や助言を行う際に活用できるようにする。








平成22年度に「発達障がいがある中高生に対する支援検討会」（主催：発達障がい者支援センター）で検討した、中高生の支援に携わる関係機関（中学校、高等学校、特別支援学校、障害福祉サービス事業所、療育機関、発達障がい者支援センター、地域自立支援協議会）との連携や支援の進め方等を参考としつつ、引き続き、中学校・高校への助言・支援を実施する。





各地域において、発達障がいへの相談支援が充実するよう、県主催の各種研修会で「発達障がい」に関する研修を取り入れる。


（ア）相談支援従事者専門（コース別）研修（９月）


　　　県内の相談支援専門員を対象に、「発達障がい」について県外講師による講義を実施する。


（イ）強度行動障害支援者研修（10月）


　　　一部の発達障がい児・者の行動にみられる直接的他害（噛みつき、頭突きなど）や間接的他害（多動、器物破損）のある方への関わり方について実技形式で学ぶ。








発達障がい者を含めた障がい者の就労を促進するため、障がい者の就労支援機関の職員の能力向上を図る研修及び企業等に対する意識啓発を図るセミナー等を実施している。


（ア）障がい者の就労支援機関の職員を対象としたジョブコーチ養成研修の中で、発達障がい者就業支援の講義を実施する。（10月）


（イ）関係機関（岩手労働局、岩手県障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター連絡協議会等）と連携し、障害者雇用啓発セミナー、研修会等を開催する。


※平成26年度は岩手労働局主催（県共催）で「発達障がい者就労支援セミナー」を開催した。














【背　景】


　ニート、ひきこもり、不登校、発達障がい等の精神疾患など子ども・若者の抱える問題が深刻化している中、関係機関等が行う支援を適切に組み合わせることにより、その効果的かつ円滑な実施を図るため、「子ども・若者育成支援推進法」第19条において、関係機関等により構成される「子ども・若者支援地域協議会」の設置が地方自治体の努力義務とされている。


【概　要】


　内閣府が実施する、地域協議会の未設置都道府県における課題把握や啓発、基盤形成等を目的とした「子ども・若者支援地域協議会設置促進事業」を活用するとともに、関係機関等と協議しながら引き続き設置検討を進める。








　平成23年度に整備した発達障がい児・者情報支援機器（「iPad」）を活用して、障がい児・者の意思疎通を支援するとともに、学習援助を行う。


　希望する市町村（教育委員会）及び特別支援学校へ「iPad」を県が貸与している。
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